
記述書 ３　＜別居＞　対象：別居者（単身赴任・通学による別居除く） 届出日：令和　　　年　　　月　　　日

＊枝番の記入は不要

認定対象者氏名

（認定対象者が複数の場合は連署してください）

1.被保険者の収入

ア 万円／年　＝　標準報酬月額 万円×（1＋賞与係数）×12か月

　標準報酬月額＝健康保険料（給与明細書参照）×1000÷37.5(R6.4月現在)
　賞与係数＝0.36（R6.4月現在）

2.現在の扶養家族人数（神鋼健保の保険証をお持ちの家族の人数）

＊既に扶養されている方が別居となる場合は、①および②に含めず、下記３．の認定対象者に含めてください。

①現在同居中の人数（単身赴任、子の通学のための別居含む）

イ 人＝ 1（本人）＋ 現在同居中の被扶養者数 人

②現在別居中の被扶養者数（単身赴任、子の通学のため以外の別居） 人

カ 既別居者への送金額 万円／年

3.認定対象者の収入と人数（認定対象者が複数の場合は合計額を記入）

ウ 収入 万円／年= （各種年金や恩給等も含みます） 人数 人

4.必要送金額（送金下限額）の算出

別居被扶養者を認定する際には、その対象者の収入より多い金額の送金が必要となります。
加えて、原則として[認定対象者収入＋送金額]が生計費下限額以上であることが条件です。

　６０歳未満の方　：　１人（97万円）、２人（157万円）、３人（210万円）

　６０歳以上の方　：　１人(135万円）、２人（217万円）、３人（285万円）

生計費下限額 ウ（認定対象者収入） ※キ(被保険者以外からの援助額)

エ 万円／年　＝ 万円／年　－　 万円／年 － 万円／年

※キは被保険者以外から経済的援助(養育費や親族からの援助等)がある場合のみ記入してください

◆必要送金額（送金下限額)： ウ＜エの場合： エ 万円／年 以上の額を送金する必要があります

ウ≧エの場合： ウ 万円／年 を上回る額を送金する必要があります

※被保険者以外から経済的援助がある場合は、上記と同時にキを上回る額を送金する必要があります

5.送金額の決定（年額）

オ 万円／年　　（上記の必要送金額を参考に、実際の送金額を設定してください）

6.１回の送金額と送金方法の決定

□ 毎月送金　（ 　　千円） □ 隔月送金　（ 　千円）

□ 銀行や郵便局等での振込み □ 現金書留による送金

注）・一定額を毎月（または２か月毎に）１回以上継続して送金してください。
・送金額は次の金額以上が必要です。　毎月＝オ（送金額年額）÷12　／　隔月＝オ（送金額年額）÷6

・手渡しや、被扶養者名での被扶養者名義口座への振込み等は送金として認定できません。

7.相互の生計費の比較

従って、下記式で『A>B』が成立すれば被扶養者認定が可能です。（不成立の場合は原則として扶養の事実がないと判断）

A:送金後の被保険者世帯１人あたりの生計費
ア（被保険者収入） オ（送金額） カ（既別居者※1への送金額） イ（現在同居中※2の人数）

A 万円／年＝　（ － － ）万円／年　÷ 人
※1：単身赴任、通学のため以外の既別居者 ※2：単身赴任、通学のための別居者含む

B:送金を受けた被扶養者１人あたりの生計費
ウ（認定対象者収入） オ（送金額） ※キ（被保険者以外からの援助額） 認定対象者数

B 万円／年 ＝（ ＋ ＋ ）万円／年　÷ 人
※キは被保険者以外から経済的援助(養育費や親族からの援助等)がある場合のみ記入してください

送
金
額
の
検
証

５で自己設定した金額（オ）を送金した場合、送金後の被保険者世帯１人あたりの生計費と、送金を受け
た被扶養者１人あたりの生計費の均衡も考慮されます。

神戸製鋼所健康保険組合　令和6年12月改訂
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